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NTT法廃止の是非

NTT法の廃止を政府に求める提言（主旨）

　わが国の電気通信事業者には、通信インフラの高度

化と自由な研究開発を通して、電気通信事業全体の技

術力や国際競争力を強化し、信頼性のある情報空間

の構築を進め、国富の増大に努めて頂くことを期待して

いる。

　NTTの民営化に際し、電気通信事業法と共に制定さ

れたNTT法は、研究の推進・成果の普及責務やNTTに

対するアナログ固定電話のユニバーサルサービス提供

責務などを課すこととした。

　以来約40年が経過した現在、ブロードバンドや携帯電

話など通信手段や技術が進化し、利用者側のニーズも

高度化、多様化している。こうした変化の中で、NTT法が

規定する上記の責務はもはや時代の要請に応えられな

いものとなっている。

　従って、NTT法において撤廃可能な項目については

今年の通常国会で措置し、それ以外の項目についても、

来年の通常国会を目途に電気通信事業法の改正等、

関連法令に関する必要な措置を講じ次第、NTT法の廃

止を政府に求める旨、提言した。ここでは、NTT法に関す

本誌2月号では、ＮＴＴ法廃止反対陣営のKDDI・ソフ
トバンク・楽天モバイル・ケーブルテレビ連盟4者の
反対理由などを詳しく報じた。今号では「日本電信電
話株式会社等に関する法律の在り方に関するPT」
の小林鷹之事務局長による、PTに対する基本的な
見解を掲載する。（編集部）
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